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(57)【要約】
【課題】シリンダ錠のキー操作に応じて回動するロータ
の回動力が、ドアロック装置のキー操作力入力部材側に
回動ロッドを介して伝達される車両のドア開閉装置にお
いて、ロック・アンロック切換機構の大型化を招くこと
なく、シリンダ錠に対するロック・アンロック切換機構
のレイアウト上の自由度を高める。
【解決手段】回動ロッド１７およびキー操作力入力部材
間に、キー操作力入力部材に相対回動不能として着脱可
能に連結される被動側回動部材と、回動ロッド１７の他
端部に相対回動不能として着脱可能に連結される駆動側
回動部材と、該駆動側回動部材から被動側回動部材に回
動力を伝達する伝動部材とが延長ケース１０３に収容さ
れて成る回動力伝達手段１８が設けられ、延長ケース１
０３がドアロック装置１６Ａのケーシング２５Ａに、該
ケーシング２５Ａから延出するようにして着脱可能に取
付けられる。
【選択図】　　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ドア（Ｄ）の開放を不能とするロック状態ならびに前記ドア（Ｄ）の開放を可能とする
アンロック状態を切換え得るラッチ機構（２３）と、該ラッチ機構（２３）のロック状態
およびアンロック状態を切換えるように回動するキー操作力入力部材（９０）を有するロ
ック・アンロック切換機構（２４）とを備えて前記ドア（Ｄ）に取付けられるドアロック
装置（１６Ａ）と、キー操作に応じて回動するロータ（２１）を有して前記ドア（Ｄ）に
取付けられるシリンダ錠（１５）と、該シリンダ錠（１５）のキー操作に応じて回動する
前記ロータ（２１）の回動力を前記キー操作力入力部材（９０）側に伝達するようにして
一端部が前記ロータ（２１）側に連結される回動ロッド（１７）とを備える車両のドア開
閉装置において、前記キー操作力入力部材（９０）に相対回動不能として同軸にかつ着脱
可能に連結される被動側回動部材（１００）と、該被動側回動部材（１００）の回動軸線
と平行な軸線を有して前記被動側回動部材（１００）から離隔した位置に配置されるとと
もに前記回動ロッド（１７）の他端部に相対回動不能として同軸にかつ着脱可能に連結さ
れる駆動側回動部材（１０１）と、該駆動側回動部材（１０１）から前記被動側回動部材
（１００）に回動力を伝達するようにして駆動側および被動側回動部材（１００）間に設
けられる伝動部材（１０２）とが、前記被動側回動部材（１００）および前記駆動側回動
部材（１０１）を回動可能に支承する延長ケース（１０３）に収容されて成る回動力伝達
手段（１８）を含み、前記延長ケース（１０３）が前記ドアロック装置（１６Ａ）のケー
シング（２５Ａ）に、該ケーシング（２５Ａ）から延出するようにして着脱可能に取付け
られることを特徴とする車両のドア開閉装置。
【請求項２】
　前記駆動側および前記被動側回動部材（１０１，１００）にそれぞれ連結腕部（１０１
ａ，１００ａ）が設けられ、前記伝動部材である伝動ロッド（１０２）の両端部が、前記
駆動側および前記被動側回動部材（１０１，１００）の連結腕部（１０１ａ，１００ａ）
に係合されることを特徴とする請求項１記載の車両のドア開閉装置。
【請求項３】
　前記駆動側および前記被動側回動部材（１０１，１００）の一方の連結腕部（１０１ａ
）に第１係合孔（１２０）が設けられ、前記駆動側および前記被動側部材（１０１，１０
０）の他方の連結腕部（１００ａ）に、第１係合孔（１２０）と平行な軸線を有する第２
係合孔（１２１）と、第２係合孔（１２１）の中間部を直角に横切る挿入孔（１２２）と
が設けられ、第１係合孔（１２０）に係脱可能に係合される棒状の第１係合部（１０２ａ
）が前記伝動ロッド（１０２）の一端部に一体にかつ直角に連なって設けられ、前記伝動
ロッド（１０２）の他端部には第２係合孔（１２１）に係脱可能に係合する第２係合部（
１０２ｂ）が一体に設けられ、第２係合部（１０２ｂ）は、前記伝動ロッド（１０２）が
前記第１および第２係合孔（１２０，１２１）の軸線と直角な平面に前記第１係合部（１
０２ａ）を配置した第１の姿勢にあるときには前記挿入孔（１２２）に挿入可能であると
ともに前記挿入孔（１２２）に第２係合部（１０２ｂ）が挿入された状態の前記伝動ロッ
ド（１０２）を第１の姿勢から９０度回動した第２の姿勢としたときには第２係合孔（１
２１）に係合するように形成されることを特徴とする請求項２記載の車両のドア開閉装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ドアの開放を不能とするロック状態ならびに前記ドアの開放を可能とするア
ンロック状態を切換え得るラッチ機構と、該ラッチ機構のロック状態およびアンロック状
態を切換えるように回動するキー操作力入力部材を有するロック・アンロック切換機構と
を備えて前記ドアに取付けられるドアロック装置と、キー操作に応じて回動するロータを
有して前記ドアに取付けられるシリンダ錠と、該シリンダ錠のキー操作に応じて回動する
前記ロータの回動力を前記キー操作力入力部材側に伝達するようにして一端部が前記ロー
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タ側に連結される回動ロッドとを備える車両のドア開閉装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　シリンダ錠側からの回動力をロック・アンロック切換機構のキー操作力入力部材に回動
ロッドを介して伝達し、キー操作力入力部材の回動に応じて、ドアの開放を可能とするア
ンロック状態ならびにドアの開放を不能とするロック状態を切換えるようにした車両のド
ア開閉装置が、たとえば特許文献１および特許文献２で知られている。
【特許文献１】特許第３７７７９６８号公報
【特許文献２】特許第３９０６１３１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところが、上記特許文献１で開示されたものでは、シリンダ錠側から延びる回動ロッド
が、ドアロック装置におけるロック・アンロック切換機構のキー操作力入力部材であるキ
ーロータに傾斜可能に連結されている。したがって回動ロッドの多少の傾斜は許容される
ものの、シリンダ錠から大きく離隔した位置にロック・アンロック切換機構が配置される
場合には対応できず、シリンダ錠およびロック・アンロック切換機構の相対位置が制限さ
れ、レイアウト上の制約がある。
【０００４】
　また上記特許文献２で開示されたものでは、キー操作力入力部材を複数の配置個所のう
ち１箇所に選択的に配置し得るようにロック・アンロック切換機構が構成されており、キ
ー操作力入力部材の配置個所を択一的に選択することで、シリンダ錠およびロック・アン
ロック切換機構の相対位置の制限を緩和し、レイアウト上の自由度を高めるようにしてい
る。しかるにロック・アンロック切換機構では、キー操作力入力部材を択一的に配置する
ための複数個所を確保しておく必要があり、ロック・アンロック切換機構の大型化を招く
ことになる。
【０００５】
　本発明は、かかる事情に鑑みてなされたものであり、ロック・アンロック切換機構の大
型化を招くことなく、シリンダ錠に対するロック・アンロック切換機構のレイアウト上の
自由度を高め得るようにした車両のドア開閉装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、請求項１記載の発明は、ドアの開放を不能とするロック状
態ならびに前記ドアの開放を可能とするアンロック状態を切換え得るラッチ機構と、該ラ
ッチ機構のロック状態およびアンロック状態を切換えるように回動するキー操作力入力部
材を有するロック・アンロック切換機構とを備えて前記ドアに取付けられるドアロック装
置と、キー操作に応じて回動するロータを有して前記ドアに取付けられるシリンダ錠と、
該シリンダ錠のキー操作に応じて回動する前記ロータの回動力を前記キー操作力入力部材
側に伝達するようにして一端部が前記ロータ側に連結される回動ロッドとを備える車両の
ドア開閉装置において、前記キー操作力入力部材に相対回動不能として同軸にかつ着脱可
能に連結される被動側回動部材と、該被動側回動部材の回動軸線と平行な軸線を有して前
記被動側回動部材から離隔した位置に配置されるとともに前記回動ロッドの他端部に相対
回動不能として同軸にかつ着脱可能に連結される駆動側回動部材と、該駆動側回動部材か
ら前記被動側回動部材に回動力を伝達するようにして駆動側および被動側回動部材間に設
けられる伝動部材とが、前記被動側回動部材および前記駆動側回動部材を回動可能に支承
するケースに収容されて成る回動力伝達手段を含み、前記ケースが前記ドアロック装置の
ケーシングに、該ケーシングから延出するようにして着脱可能に取付けられることを特徴
とする。
【０００７】
　請求項２記載の発明は、請求項１記載の発明の構成に加えて、前記駆動側および前記被
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動側回動部材にそれぞれ連結腕部が設けられ、前記伝動部材である伝動ロッドの両端部が
、前記駆動側および前記被動側回動部材の連結腕部に係合されることを特徴とする。
【０００８】
　請求項３記載の発明は、請求項２記載の発明の構成に加えて、前記駆動側および前記被
動側回動部材の一方の連結腕部に第１係合孔が設けられ、前記駆動側および前記被動側部
材の他方の連結腕部に、第１係合孔と平行な軸線を有する第２係合孔と、第２係合孔の中
間部を直角に横切る挿入孔とが設けられ、第１係合孔に係脱可能に係合される棒状の第１
係合部が前記伝動ロッドの一端部に一体にかつ直角に連なって設けられ、前記伝動ロッド
の他端部には第２係合孔に係脱可能に係合する第２係合部が一体に設けられ、第２係合部
は、前記伝動ロッドが前記第１および第２係合孔の軸線と直角な平面に前記第１係合部を
配置した第１の姿勢にあるときには前記挿入孔に挿入可能であるとともに前記挿入孔に第
２係合部が挿入された状態の前記伝動ロッドを第１の姿勢から９０度回動した第２の姿勢
としたときには第２係合孔に係合するように形成されることを特徴とする。
【０００９】
　なお実施例のシリンダレバー９０が本発明のキー操作力入力部材に対応し、実施例の伝
動ロッド１０２が本発明の伝動部材に対応する。
【発明の効果】
【００１０】
　請求項１記載の発明によれば、ロック・アンロック切換機構のキー操作力入力部材から
離隔した位置に配置される回動ロッドからの回動力をキー操作力入力部材に伝達する回動
力伝達手段のケースが、ドアロック装置のケーシングに着脱可能に取付けられるので、シ
リンダ錠およびロック・アンロック切換機構の相対位置に対応した回動力伝達手段を準備
することで、シリンダ錠からの回動力を回動ロッドを介してロック・アンロック切換機構
のキー操作力入力部材に伝達することが可能であり、シリンダ錠に対するドアロック装置
におけるロック・アンロック切換機構のレイアウト上の自由度を高めることができる。し
かも回動力伝達手段のケースはドアロック装置のケーシングに着脱可能に取付けられるも
のであり、シリンダ錠およびロック・アンロック切換機構の相対位置変化には回動力伝達
手段で対応することが可能であり、ロック・アンロック切換機構は同一のものであればよ
く、ロック・アンロック切換機構の大型化を回避することができる。
【００１１】
　また請求項２記載の発明によれば、伝動部材である伝動ロッドの両端を、駆動側および
被動側回動部材の連結腕部に係合するようにして、回動力伝達手段の構成を単純化するこ
とができ、シリンダ錠およびロック・アンロック切換機構の相対位置変化には伝動ロッド
の長さ変化で容易に対応することができる。
【００１２】
　さらに請求項３記載の発明によれば、駆動側および被動側回動部材の一方の連結腕部に
第１係合孔が設けられ、駆動側および被動側回動部材の他方の連結腕部に、第１係合孔と
平行な軸線を有する第２係合孔と、第２係合孔の中間部を直角に横切る挿入孔とが設けら
れており、棒状の第１係合部が一端部に一体にかつ直角に連なって設けられる伝動ロッド
の他端部に第２係合部が一体に設けられ、第２係合部は、伝動ロッドが第１および第２係
合孔の軸線と直角な平面に第１係合部を配置した第１の姿勢にあるときには挿入孔に挿入
可能であり、挿入孔に第２係合部が挿入された状態の伝動ロッドを第１の姿勢から９０度
回動した第２の姿勢としたときには第２係合孔に係合するので、伝動ロッドを第１の姿勢
とした状態で第２係合部を挿入孔に挿入した後、伝動ロッドを第２の姿勢とすることで伝
動ロッドの第２係合部を駆動側および被動側回動部材の他方の連結腕部に係合することが
できる。しかも駆動側および被動側回動部材間を伝動ロッドで連結した状態では、伝動ロ
ッドの一端部の第１係合部が第１係合孔から離脱することは第２係合部が挿入孔に挿入さ
れていることによって阻止され、伝動ロッドの他端部の第２係合部が第２係合孔から離脱
すべく伝動ロッドの姿勢が第２の姿勢から第１の姿勢に変化することは、第１係合部が第
１係合孔に挿入、係合されていることによって阻止されるので、伝動ロッドが駆動側およ
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び被動側回動部材から離脱するのを阻止するための特別の部品が不要であり、部品点数の
増大を回避しつつ伝動ロッドによる駆動側および被動側回動部材の連結状態を確実に維持
することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施の形態を、添付の図面に示した本発明の一実施例に基づいて説明す
る。
【００１４】
　図１～図１３は本発明の一実施例を示すものであり、図１は車両用ドア内でのシリンダ
錠およびドアロック装置の連結状態を示す側面図、図２は図１の２矢視図、図３は図１の
３－３線断面図、図４は図１の４－４線断面図、図５はラッチ機構およびロック・アンロ
ック切換機構の分解斜視図、図６はオープンレバーの組付け過程を順次示すようにしたオ
ープンレバー近傍の斜視図、図７はロック・アンロック切換機構がアンロック状態にある
ときにケーシングおよび延長ケースの一部を省略して図２と同一方向から見た図、図８は
ロック・アンロック切換機構がロック状態にあるときにケーシングおよび延長ケースの一
部を省略して図２と同一方向から見た図、図９は図７の９矢視方向から見てロッキングレ
バーおよびオープンレバーの連結過程を順次示す斜視図、図１０は図７の１０－１０線拡
大断面図、図１１は回動力伝達手段の分解斜視図、図１２は被動側回動部材への伝動ロッ
ドの連結過程を順次示すための斜視図、図１３は回動力伝達手段が不要である場合の図１
に対応した側面図である。
【００１５】
　先ず図１において、たとえば乗用車両における右側のドアＤには、シリンダ錠１５と、
シリンダ錠１５のキー操作に応じて前記ドアＤのロック状態およびアンロック状態を切換
えるドアロック装置１６Ａとが設けられており、前記シリンダ錠１５のキー操作に伴う回
動力が回動ロッド１７および回動力伝達手段１８を介してドアロック装置１６Ａに伝達さ
れる。
【００１６】
　ドアＤの外面側にはハンドルケース１９が取付けられており、アウトサイドハンドル（
図示せず）が該ハンドルケース１９に回動操作可能に支承され、シリンダ錠１５が該ハン
ドルケース１９に取付けられる。而してシリンダ錠１５のシリンダボディ２０内には、前
記回動ロッド１７の一端部が相対回動不能に連結されたロータ２１が回動可能に挿入され
ており、該ロータ２１に正規のキー２２を挿入して回動することによって前記ロータ２１
および前記回動ロッド１７が回動する。
【００１７】
　而して正規のキー２２で前記シリンダ錠１５のロータ２１を回動操作することによって
前記回動ロッド１７から回動力伝達手段１８を介してドアロック装置１６Ａに回動力が入
力されることにより、アンロック状態にあるドアロック装置１６Ａはロック状態へと切換
えられ、この状態で前記アウトサイドハンドルを操作しても前記ドアＤは閉鎖したままで
ある。またドアロック装置１６Ａがロック状態にあるときに正規のキー２２で前記シリン
ダ錠１５のロータ２１を回動操作することによって前記回動ロッド１７から回動力伝達手
段１８を介してドアロック装置１６Ａに回動力が入力されると、ドアロック装置１６Ａは
アンロック状態となり、そのアンロック状態で前記アウトサイドハンドルを操作すること
によって前記ドアＤを開放することができる。
【００１８】
　図２～図４を併せて参照して、前記ドアロック装置１６Ａは、前記ドアＤの開放を不能
とするロック状態ならびに前記ドアＤの開放を可能とするアンロック状態を切換え得るラ
ッチ機構２３と、該ラッチ機構２３のロック状態およびアンロック状態を切換えるロック
・アンロック切換機構２４（図７および図８参照）とを備えるものであり、このドアロッ
ク装置１６Ａのケーシング２５Ａは、前記ラッチ機構２３を収容する第１ケース２６が前
記ロック・アンロック切換機構２４を収容する第２ケース２７Ａに取付けられて成る。
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【００１９】
　第１ケース２６は、ラッチ機構２３を収容せしめるようにして合成樹脂によって箱形に
形成されるケース主体２８と、該ケース主体２８の開口部を塞ぐ金属製のカバープレート
２９と、該カバープレート２９との間に前記ケース主体２８を挟む金属製のバックプレー
ト３０とで構成される。
【００２０】
　前記ケース主体２８には、カバープレート２９から離反する側に膨らんだ膨出部２８ａ
が一体に設けられており、車体側に固定されているストライカ３３（図１参照）を進入さ
せる進入溝３４が前記膨出部２８ａにより形成され、カバープレート２９には前記進入溝
３４に対応した開口部３５が設けられる。而して前記進入溝３４および前記開口部３５の
上方で前記ケース主体２８に挿通されるリベット軸３６が前記カバープレート２９および
前記バックプレート３０間に設けられ、前記進入溝３４および前記開口部３５の下方で前
記カバープレート２９および前記ケース主体２８に挿通されるねじ部材３７が前記バック
プレート３０に螺合される。
【００２１】
　カバープレート２９および前記ケース主体２８には３つの挿通孔３８，３８…が設けら
れ、前記バックプレート３０には、前記各挿通孔３８，３８…に個別に対応したねじ孔（
図示せず）が設けられる。而して前記各挿通孔３８，３８…にそれぞれ挿通されて前記ね
じ孔に螺合するボルト３９，３９…によって、第１ケース２６すなわちケーシング２５Ａ
が前記ドアＤに締結されることになる。
【００２２】
　図１に注目して、前記ラッチ機構２３は、前記ストライカ３３との係合によって閉扉方
向に回動することを可能としたラッチ４０と、該ラッチ４０の回動位置を保持するように
してラッチ４０に係合し得るラチェット４１とを備える。
【００２３】
　ラッチ４０は、第１ケース２６のケース主体２８内に挿入されており、ケース主体２８
を挟むカバープレート２９およびバックプレート３０間に設けられる前記リベット軸３６
で回動可能に支承される。また前記進入溝３４の下方には、前記ケース主体２８を挟むカ
バープレート２９およびバックプレート３０には前記リベット軸３６と平行な軸線を有す
る回動軸４２が軸線まわりに回動可能に支承されており、第１ケース２６のケース主体２
８内に収容されるラチェット４１は前記回動軸４２に固定される。
【００２４】
　さらに第１ケース２６の前記バックプレート３０からの前記回動軸４２の突出端部には
、ラチェットレバー４３が固定されており、このラチェットレバー４３は前記ラチェット
４１とともに回動する。すなわちラッチ４０が進入溝３４の上方でリベット軸３６によっ
て回動自在に支持されるのに対し、一体的に回動するラチェット４１およびラチェットレ
バー４３は、前記ラッチ４０との間に進入溝３４を挟むようにして該進入溝３４の下方で
前記回動軸４２に固定される。
【００２５】
　前記ラッチ４０および前記ケース主体２８間にはばね４４が設けられており、このばね
４４が発揮するばね力よって、ラッチ４０は開扉方向に回動付勢される。このラッチ４０
の外周部には、該ラッチ４０が開扉方向の回動端に在るときに進入溝３４に進入してきた
ストライカ３３を係合させる係合溝４５と、フル係合段部４６と、ハーフ係合段部４７と
が設けられる。
【００２６】
　一方、ラチェット４１には、ラッチ４０側に突出する係合腕部４１ａが、前記ラッチ４
０のフル係合段部４６およびハーフ係合段部４７に係合することを可能として一体に設け
られる。またラチェット４１およびバックプレート３０間には、前記回動軸４２を囲繞す
るねじりばね４８が設けられ、このねじりばね４８のばね力により、ラチェットレバー４
３と一体に回動するラチェット４１が、前記ラッチ４０に係合する方向（図１の反時計方
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向）に回動付勢される。
【００２７】
　而してラッチ４０が開扉方向の回動端に在るときには、ラチェット４１の外周はラッチ
４０におけるハーフ係合段部４７の外周に接触しており、進入溝３４に進入してきたスト
ライカ３３で押されてラッチ４０が閉扉方向（図１の反時計方向）に回動すると、係合溝
４５にストライカ３３が係合されることになるとともに、ラチェット４１の外周がハーフ
係合段部４７の外周からフル係合段部４６の外周へと接触位置を変化させることになる。
この際、ラチェット４１の係合腕部４１ａがハーフ係合段部４７に係合することによりド
アＤの半ドア状態が保持される。また係合溝４５に係合したストライカ３３が進入溝３４
内を内方側にさらに進むのに応じて前記ラッチ４０がさらに閉扉方向に回動すると、フル
係合段部４６の外周に摺接していたラチェット４１が、その係合腕部４１ａをフル係合段
部４６に係合させることになり、ドアＤが完全な閉扉状態でロックされることになる。
【００２８】
　前記ラチェットレバー４３には、ドアＤの内方側に延びる入力腕部４３ａ（図１参照）
が一体に設けられており、この入力腕部４３ａに、ロック解除作動力が入力されるのに応
じて前記ラチェットレバー４３およびラチェット４１が図１の時計方向に回動するのに応
じて、ドアＤを完全な閉扉状態でロックしているラッチ機構２３のロッ状態が解除され、
ラッチ機構２３はアンロック状態となる。
【００２９】
　図５を併せて参照して、前記ロック・アンロック切換機構２４を収容する第２ケース２
７Ａは、合成樹脂から成る収容ケース４９Ａと、合成樹脂から成るカバー５０とを相互に
結合して構成される。而して前記収容ケース４９Ａは、第１ケース２６を収容する収容凹
部５１ａを形成して箱形に形成されるラッチ機構収容部５１と、前記ロック・アンロック
切換機構２４を収容するようにして前記ラッチ機構収容部５１から立ち上がるロック・ア
ンロック切換機構収容部５２とを一体に有して略Ｌ字状に形成され、前記カバー５０は、
収容ケース４９Ａの前記ロック・アンロック切換機構収容部５２を覆うようにして収容ケ
ース４９Ａに結合される。而して第１ケース２６は、そのバックプレート３０が第２ケー
ス２７Ａの収容ケース４９Ａで覆われるようにして第２ケース２７Ａに取付けられる。
【００３０】
　ところで、前記アウトサイドハンドルによるドア開放操作力に入力に応じて回動するよ
うにして前記ラッチ機構２３の下方に配置されるオープンレバー５３が、ラッチ機構２３
におけるラッチ４０、ラチェット４１およびラチェットレバー４３の回動軸線と平行な軸
線を有して第２ケース２７Ａに基端部が固設される支軸５４で回動可能に支承されており
、この実施例では、第２ケース２７Ａにおける収容ケース４９Ａのラッチ機構収容部５１
に前記支軸５４が一体に設けられる。またケーシング２５Ａの第２ケース２７Ａにおける
収容ケース４９Ａと、前記オープンレバー５３との間には戻しばね５５が設けられ。
【００３１】
　一方、第１ケース２６におけるバックプレート３０には、第１ケース２６のケース主体
２８から側方（この実施例では下方）にはみ出す軸支持部５６が一体に設けられており、
前記支軸５４の先端部を嵌合、支持する軸受孔５７が前記軸支持部５６に設けられる。ま
た前記収容ケース４９Ａには、前記支軸５４との間に環状溝５８を形成して前記支軸５４
を同軸に囲繞する環状壁５９が設けられる。
【００３２】
　図６を併せて参照して、前記オープンレバー５３は、前記支軸５４の軸線に直交する平
面にほぼ沿うように形成されるレバー主部５３ａと、前記アウトサイドハンドルからのド
ア開放操作力を伝達するケーブルを連結するようにして前記レバー主部５３ａの一端に設
けられるケーブル連結部５３ｂと、前記支軸５４を挿入せしめるとともに前記環状溝５８
に回動可能に嵌入されるようにして前記レバー主部５３ａに直角にかつ一体に連設される
円筒状の支持筒部５３ｃと、前記ケーブル連結部５３ｂとの間に前記支軸５４を挟むよう
にして前記レバー主部５３ａの他端部に基端部が一体に連設される係止板部５３ｄとを一
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体に有し、係止板部５３ｄは、前記レバー主部５３ａがほぼ沿う平面に対して斜めに交差
する他の平面に沿うようにして前記レバー主部５３ａから第２ケース２７Ａ内に延出され
る。
【００３３】
　また第２ケース２７Ａにおける収容ケース４９Ａのラッチ機構収容部５１には、オープ
ンレバー５３におけるレバー主部５３ａの一端側をドアＤの外面側に突出させる開口部６
０が設けられており、ケーブル連結部５３ｂは、ケーシング２５Ａの外側方に配置される
。
【００３４】
　ところで収容ケース４９Ａおよびオープンレバー５３間に設けられる戻しばね５５は、
環状壁５９を囲繞するコイル状に形成されており、前記オープンレバー５３の係止板部５
３ｄが該戻しばね５５の外側方に配置される。この戻しばね５５の一端部は、前記開口部
６０の開口縁で収容ケース４９Ａに係止されており、該戻しばね５５の他端部は、前記係
止板部５３ｄの中間部の一側縁に設けられる係止溝６１に係止される。
【００３５】
　而してオープンレバー５３の組付け時には、先ず、図６（Ａ）で示すように、環状壁５
９を囲繞するとともに一端部を収容ケース４９Ａに係止するようにして戻しばね５５を収
容ケース４９Ａ側に仮組付けした状態で、開口部６０からケーブル連結部５３ｂを外方に
突出させるようにしたオープンレバー５３の支持筒部５３ｃに支軸５４の先端部を挿入し
、次いで図６（Ｂ）で示すように、戻しばね５５の他端部をオープンレバー５３における
係止板部５３ｄの側縁に係止するまでオープンレバー５３を押し込み、さらに支持筒部５
３ｃが環状溝５８に嵌合されるまでオープンレバー５３を押し込むと、前記戻しばね５５
の他端部は、前記係止板部５３ｄの側縁で案内された前記係止溝６１に係止されることに
なる。
【００３６】
　図３および図５に注目して、第１ケース２６のバックプレート３０に一体に設けられた
軸支持部５６には、支軸５４と略平行な方向に延びる支持腕部５６ａが一体に連設されて
おり、この支持腕部５６ａは、前記戻しばね５５で付勢された前記オープンレバー５３の
前記ドア開放操作力の入力状態での回動限を定める位置に配置されるものであり、前記ド
ア開放操作力の入力状態で前記オープンレバー５３におけるレバー主部５３ａの他端側に
当接して該オープンレバー５３の回動限を規制する。
【００３７】
　また前記支持腕部５６ａの先端には、第２ケース２７Ａにおける収容ケース４９Ａのラ
ッチ機構収容部５１に設けられた係合孔６２に弾発係合する係合爪６３が一体に設けられ
る。而して第１ケース２６のカバープレート２９には、第２ケース２７Ａにおけるカバー
５０に設けられた一対の係合突部６４，６４を弾発係合せしめる一対の係合孔６５，６５
が前記進入溝３４の両側に位置するようにして設けられ、第２ケース２７Ａにおける収容
ケース４９Ａのラッチ機構収容部５１に挿通される１つのねじ部材６６（図３参照）が第
１ケース２６におけるバックプレート３０に螺合される。
【００３８】
　すなわち第１ケース２６は、前記係合爪６３の係合孔６２への弾発係合と、前記両係合
突部６４…の両係合孔６５…への弾発係合と、１つのねじ部材６６による締結とによって
第２ケース２７Ａに取付けられる。
【００３９】
　図７および図８において、前記ロック・アンロック切換機構２４は、前記オープンレバ
ー５３の回動に応じて前記ラッチ機構２３におけるラチェットレバー４３の入力腕部４３
ａにロック解除作動力を入力する状態と、前記オープンレバー５３の回動にもかかわらず
前記ラチェットレバー４３の入力腕部４３ａへの前記ロック解除作動力の入力を不能とす
る状態とを切換えるものであり、前記収容ケース４９Ａに設けられた軸６７で回動可能に
支承される切換動力入力部材６８と、該切換動力入力部材６８に重合して前記軸６７で回
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動可能に支承されるロッキングレバー６９と、該ロッキングレバー６９および前記オープ
ンレバー５３に連結されるオープンリンク７０とを備え、ロッキングレバー６９は前記切
換動力入力部材６８とともに回動するようにして切換動力入力部材６８に係合される。
【００４０】
　前記オープンリンク７０は、前記オープンレバー５３の回動に伴う直線的な作動を可能
とするものであり、その直線的な作動方向に沿って延びる長孔７１がオープンリンク７０
に設けられ、前記ロッキングレバー６９の前記軸６７の軸線からオフセットした位置には
前記長孔７１に挿通されるピン７２が設けられるとともに、該ピン７２との間にオープン
リンク７０を挟んでオープンリンク７０のがたつきを抑えるための抑え突部７３が突設さ
れる。
【００４１】
　図９を併せて参照して、前記オープンリンク７０の一端部は、前記オープンレバー５３
の回動に伴って該オープンリンク７０が直線的に作動するようにしてオープンレバー５３
に回動可能に連結されるものであり、前記オープンリンク７０の一端部に設けられるリン
ク側連結部７４が、前記オープンレバー５３に設けられたレバー側連結部７５に係脱可能
にかつオープンリンク７０の回動を可能として係合される。
【００４２】
　前記オープンレバー５３における係止板部５３ｄの先端には、略Ｔ字状に形成されるレ
バー側連結部７５が一体に突設されており、前記リンク側連結部７４は、レバー側連結部
７５を差し込んで係合し得るように凹んで前記オープンリンク７０の一端部に形成される
。
【００４３】
　而してオープンリンク７０の一端部をオープンレバー５３に回動可能に連結するにあた
っては、先ず図９（Ａ）で示すように、オープンレバー５３およびロッキングレバー６９
がケーシングに２５の収容ケース４９Ａに支承せしめた後、図９（Ｂ）で示すように、ロ
ッキングレバー６９のピン７２をオープンリンク７０の長孔７２に挿入するとともにロッ
キングレバー６９の抑え突部７３およびピン７２間にオープンリンク７０を挟み、さらに
図９（Ｃ）で示すように、前記ピン７２の軸線まわりにオープンリンク７０を回動操作す
ることで、オープンリンク７０の一端部に設けられるリンク側連結部７４が、オープンレ
バー５３に設けられたレバー側連結部７５に係脱可能に係合することになる。
【００４４】
　しかもオープンレバー５３のレバー側連結部７５をオープンリンク７０のリンク側連結
部７４に回動可能に係合することで、オープンリンク７０は、オープンレバー５３の回動
に応じて直線的に作動することによって前記ラッチ機構２３におけるラチェットレバー４
３の入力腕部４３ａに、ロック解除作動力を入力することを可能としたロック解除可能姿
勢（図７で示す姿勢）と、前記オープンレバー５３の回動に応じて直線的に作動しても前
記ラッチ機構２３におけるラチェットレバー４３の入力腕部４３ａにロック解除作動力を
入力することを不能としたロック解除不能姿勢（図８で示す姿勢）との間で回動可能であ
り、前記ロッキングレバー６９が回動して前記ピン７２が前記軸６７の軸線まわりに回動
することで、オープンリンク７０の姿勢が、前記ロック解除可能姿勢および前記ロック解
除不能姿勢間で変化することになる。
【００４５】
　すなわちオープンリンク７０には、ロック解除可能姿勢にあるときに前記ラチェットレ
バー４３の入力腕部４３ａにオープンリンク７０の直線的な作動方向で対向する押圧部７
６が設けられており、この押圧部７６は、オープンリンク７０がロック解除不能姿勢とな
ったときには、オープンリンク７０が直線的に作動しても前記入力腕部４３ａの一側にず
れた位置を通過するだけでロック解除作動力を入力腕部４３ａに入力し得ない位置となる
。
【００４６】
　前記ケーシング２５Ａの第２ケース２７Ａ内には、第２ケース２７Ａの収容ケース４９



(10) JP 2010-70913 A 2010.4.2

10

20

30

40

50

Ａに固定されるようにして正逆回転可能な電動モータ７７が収納されており、この電動モ
ータ７７および前記切換動力入力部材６８間には、電動モータ７７の主力軸に設けられる
ウォームギヤ７８と、前記切換動力入力部材６８の回動軸線と平行な軸線まわりに回動可
能として前記ウォームギヤ７８に噛合するウォームホイル７９とを含む動力伝達手段８０
が設けられており、この動力伝達手段８０は、前記電動モータ７７から前記切換動力入力
部材６８への動力伝達は可能であるものの、切換動力入力部材６８から電動モータ７７側
には動力が伝達されないように構成される。
【００４７】
　而して前記電動モータ７７は、スマートキーシステムで用いられるものであり、スマー
トキーを用いることで、前記オープンリンク７０の前記ロック解除可能姿勢および前記ロ
ック解除不能姿勢を電動モータ７７の作動によって自動的に切換えることができる。
【００４８】
　また前記切換動力入力部材６８の下部には、前記軸６７と平行な軸線を有して該軸６７
の下方に配置される軸８１を介して前記収容ケース４９Ａに回動可能に支承されるノブレ
バー８２の一端が連結されており、このノブレバー８２の他端には、車室側でドアＤの内
面側に設けられるロック操作ノブ（図示せず）の操作力を伝達するプッシュプルケーブル
８３が連結される。而して前記ロック操作ノブの操作によってノブレバー８２を介して切
換動動力入力部材６８およびロッキングレバー６９が回動し、これによってもオープンリ
ンク７０の姿勢が、前記ロック解除可能姿勢および前記ロック解除不能姿勢間で変化する
ことになる。
【００４９】
　前記オープンレバー５３の近傍で第２ケース２７Ａにおけるカバー５０には、オープン
レバー５３の回動軸線と直交する軸線を有する軸８７を介して入力レバー８４が回動可能
に支承されており、この入力レバー８４には、前記オープンリンク７０の一端部に当接し
て該オープンリンク７０を押圧可能な押圧部８４ａが設けられる。しかも入力レバー８４
には、車室側でドアＤの内面側に設けられるインサイドハンドル（図示せず）の操作力を
伝達するプッシュプルケーブル８５が連結される。而して前記インサイドハンドルの操作
によって、押圧部８４ａでオープンリンク７０を押圧するように入力レバー８４が回動す
ることになり、前記カバー５０および前記入力レバー８４間にはオープンリンク７０を押
圧する力を解放する側に前記入力レバー８４を付勢するねじりばね８６が設けられる。
【００５０】
　また前記切換動力入力部材６８の上部には、前記軸６７と平行な軸線を有して該軸６７
の上方に配置される軸８８を介して前記収容ケース４９Ａに回動可能に支承されるロッキ
ングコントロールレバー８９の一端が連結されており、該ロッキングコントロールレバー
８９の他端には、入力回動部材であるシリンダレバー９０から回動動力が入力される。
【００５１】
　図１０を併せて参照して、前記シリンダレバー９０は、ケーシング２５Ａにおける第２
ケース２７Ａの収容ケース４９Ａに設けられた支持突部９１で回動可能に支持されるとと
もに前記支持突部９１に対応して第２ケース２７Ａのカバー５０に設けられた支持孔９２
に回動可能に嵌合されるようにして第２ケース２７Ａに支持される回動基部９０ａと、該
回動基部９０ａの周方向に間隔をあけた２個所に突設されて前記ロッキングコントロール
レバー８９の他端を両側から挟む一対の押圧腕部９０ｂ，９０ｃと、第２ケース２７Ａの
カバー５０から突出するようにして前記回動基部９０ａの中央部に同軸に連なる連結軸部
９０ｄとを一体に有し、連結軸部９０ｄは、その横断面形状が非円形、たとえば四角形状
となるように形成される。
【００５２】
　而してシリンダレバー９０が、回動することによって前記両押圧腕部９０ｂ，９０ｃの
一方でロッキングコントロールレバー８９の他端が押されることによって該ロッキングコ
ントロールレバー８９が回動するものであり、ロッキングコントロールレバー８９が回動
することによって切換動動力入力部材６８およびロッキングレバー６９が回動し、これに
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よってもオープンリンク７０の姿勢が、前記ロック解除可能姿勢および前記ロック解除不
能姿勢間で変化することになる。
【００５３】
　図７および図８に注目して、前記ケーシング２５Ａにおける第２ケース２７Ａの収容ケ
ース４９Ａには、前記ロッキングコントロールレバー８９の回動に応じてスイッチング態
様を切換える位置検出スイッチ９３、ならびに前記シリンダレバー９０の回動位置を検出
するスイッチ（図示せず）を含むスイッチ集合ユニット９５が、前記電動モータ７７の近
傍に位置するようにして固定されており、このスイッチ集合ユニット９５には、前記位置
検出スイッチ９３等および前記電動モータ７７に連なるコネクタ９６が一体に設けられて
おり、前記ケーシング２５Ａにおける第２ケース２７Ａのカバー５０には、前記コネクタ
９６を臨ませる円形のコネクタ接続孔９７（図２参照）が設けられる。
【００５４】
　図１１を併せて参照して、前記回動力伝達手段１８は、前記シリンダレバー９０の連結
軸部９０ｄに相対回動不能として同軸にかつ着脱可能に連結される被動側回動部材１００
と、該被動側回動部材１００の回動軸線と平行な軸線を有して前記被動側回動部材１００
から離隔した位置に配置されるとともに前記回動ロッド１７の他端部に相対回動不能とし
て同軸にかつ着脱可能に連結される駆動側回動部材１０１と、該駆動側回動部材１０１か
ら前記被動側回動部材１００に回動力を伝達するようにして駆動側および被動側回動部材
１０１，１００間に設けられる伝動部材としての伝動ロッド１０２とが、前記被動側回動
部材１００および前記駆動側回動部材１０１を回動可能に支承する延長ケース１０３に収
容されて成る。
【００５５】
　前記延長ケース１０３は、第１および第２ケース半体１０４，１０５が相互に結合され
て成るものであり、前記ケーシング２５Ａの第２ケース２７Ａに、第２ケース２７Ａから
上方に延出するようにして着脱可能に取付けられる。
【００５６】
　ところで第２ケース半体１０５の全体が偏平に形成されるのに対して、第１ケース半体
１０４は、その下部に偏平部１０４ａを有するように形成される。一方、延長ケース１０
３の下部を嵌合する凹部１０６が第２ケース２７Ａにおけるカバー５０の上部に形成され
ており、延長ケース１０３の下部は、第１ケース半体１０４の偏平部１０４ａをカバー５
０に重ねるようにして前記凹部１０６に嵌合され、たとえば一対のねじ部材１０７，１０
７によって第２ケース２７Ａに取付けられる。而して延長ケース１０３の第２ケース２７
Ａへの取付け状態では、第２ケース２７Ａの両面に前記延長ケース１０３の両面が略面一
に連なることになる。
【００５７】
　第１ケース半体１０４の偏平部１０４ａには、第２ケース２７Ａのカバー５０に設けら
れた支持孔９２に対応した支持孔１０８が設けられており、被動側回動部材１００はその
支持孔１０８に嵌合支持される。しかも被動側回動部材１００には、前記シリンダレバー
９０の連結軸部９０ｄを相対回動不能に嵌合せしめる連結凹部１０９が設けられる。
【００５８】
　第２ケース半体１０５の上部内面には支持突部１１０が一体に突設されており、この支
持突部１１０の突出端には平坦な支持面１１１が形成され、その支持面１１１の中央部に
は半円状の支持凹部１１２が設けられる。また第１ケース半体１０４の上部には、前記支
持面１１１に直交する軸線を有するガイド筒１１３が両端を開放するようにして一体に設
けられ、このガイド筒１１３の内端側には、前記支持面１１３に一端を摺接せしめた前記
駆動側回動部材１０１の他端側を回動可能に嵌合せしめる嵌合支持孔１１４と、前記駆動
側回動部材１０１の他端を摺接させるようにして嵌合支持孔１１４の外端に連なる段部１
１５とが設けられ、駆動側回動部材１０１の一端には前記支持凹部１１２に嵌合する半円
状の突部１１６が突設される。
【００５９】
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　而して前記駆動側回動部材１０１は、延長ケース１０３の上部で回動可能に支承される
ことになり、駆動側回動部材１０１には、前記ガイド筒１１３内で外方に開放した連結凹
部１１７が非円形の横断面形状を有するようにして設けられ、前記シリンダ錠１５のキー
操作に伴う回動力を伝達する回動ロッド１７の他端部が前記連結凹部１１７に相対回動不
能に嵌合される。
【００６０】
　前記被動側回動部材１００および前記駆動側回動部材１０１にはそれぞれ連結腕部１０
０ａ，１０１ａが設けられ、伝動ロッド１０２の両端部が、前記駆動側回動部材１０１の
連結腕部１０１ａおよび前記被動側回動部材１００の連結腕部１００ａに係合される。
【００６１】
　駆動側回動部材１０１の連結腕部１０１ａおよび被動側回動部材１００の連結腕部１０
０ａの一方、この実施例では駆動側回動部材１０１の連結腕部１０１ａに第１係合孔１２
０が設けられ、駆動側回動部材１０１の連結腕部１０１ａおよび被動側回動部材１００の
連結腕部１００ａの他方、この実施例では被動側回動部材１００の連結腕部１００ａに、
第１係合孔１２０と平行な軸線を有する第２係合孔１２１と、第２係合孔１２１の中間部
を直角に横切る挿入孔１２２とが設けられる。
【００６２】
　図１２を併せて参照して、伝動ロッド１０２の一端部には、第１係合孔１２０に係脱可
能に係合される棒状の第１係合部１０２ａが一体にかつ直角に連なって設けられ、伝動ロ
ッド１０２の他端部には第２係合孔１２１に係脱可能に係合する第２係合部１０２ｂが一
体に設けられる。
【００６３】
　第２係合部１０２ｂは、第１係合部１０２ａの伝動ロッド１０２の他端側の一部を潰す
ようにして伝動ロッド１０２の一直径線に沿うように形成されるものであり、伝動ロッド
１０２の軸線に沿う方向から見た時に第２係合部１０２ｂの両端が伝動ロッド１０２の外
周から側方に突出する。しかも第２係合部１０２ｂは、図１２（Ａ）で示すように、伝動
ロッド１０２が第１および第２係合孔１２０，１２１の軸線と直角な平面に第１係合部１
０２ａを配置した第１の姿勢にあるときには前記挿入孔１２２に挿入可能であり、図１２
（Ｂ）で示すように、前記挿入孔１２２に第２係合部１０２ｂが挿入された状態の前記伝
動ロッド１０２を、図１２（Ｃ）で示すように、第１の姿勢から９０度回動した第２の姿
勢としたときには第２係合孔１２１に係合するように形成される。
【００６４】
　次にこの実施例の作用について説明すると、ドアロック装置１６Ａのケーシング２５Ａ
は、ラッチ機構２３を挿入させるようにして合成樹脂によって箱形に形成されるケース主
体２８が金属製のカバープレート２９およびバックプレート３０で挟まれて成る第１ケー
ス２６が、ドア開放操作力の入力に応じて回動するオープンレバー５３の回動に応じてロ
ック解除作動力をラッチ機構２３に入力する状態ならびにオープンレバー５３の回動にも
かかわらずロック解除作動力のラッチ機構２３への入力を不能とする状態を切換えるロッ
ク・アンロック切換機構２４を収容する合成樹脂製の第２ケース２７Ａに、バックプレー
ト３０を第２ケース２７Ａで覆うようにして取付けられて成り、オープンレバー５３を回
動可能に支承する支軸５４の基端部が第２ケース２７Ａの収容ケース４９Ａに固設され、
前記ケース主体２８から側方にはみ出すようにしてバックプレート３０に一体に設けられ
る軸支持部５６に、支軸５４の先端部を嵌合、支持する軸受孔５７が設けられている。
【００６５】
　したがって第２ケース２７Ａの収容ケース４９Ａに基端部が固設される合成樹脂製の支
軸５４の先端部を、金属製の軸支持部部５６の軸受孔５７に嵌合、支持するようにして支
軸５４の支持強度を高めることができる。
【００６６】
　また支軸５４とほぼ平行な方向に延びるようにして軸支持部５６に一体に連設される支
持腕部５６ａの先端に、第２ケース２７Ａの収容ケース４９Ａに弾発係合する係合爪６３
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が設けられるので、支軸５４の周辺で第１ケース２６のバックプレート３０と第２ケース
２７Ａとが連結されることになり、支軸５４の支持強度をより高めることができ、操作力
がオープンレバー５３に入力されることによる支軸５４の変形を防止して、支軸５４のが
たつきや軸抜けを防止することができる。
【００６７】
　また支持腕部５６ａが、ドア開放操作力の入力状態でのオープンレバー５３の回動限を
定めるようにして該オープンレバー５３に当接する位置に配置されるので、操作力の入力
状態でのオープンレバー５３の回動限を支持腕部５６ａで規制するようにして、オープン
レバー５３の回動限を規制するための専用の規制部を設けることを不要とすることができ
る。
【００６８】
　ところで、前記ロック・アンロック切換機構２４は、オープンレバー５３の回動に応じ
た直線的な作動を可能として一端部がオープンレバー５３に連結されるオープンリンク７
０と、該オープンリンク７０を非作動位置とする側にオープンレバー５３を付勢する戻し
ばね５５とを備えるのであるが、ケーシング２５Ａの第２ケース２７Ａにおける収容ケー
ス４９Ａには、前記支軸５４と、該支軸５４との間に環状溝５８を形成して支軸５４を同
軸に囲繞する環状壁５９とが設けられ、支軸５４を挿入せしめる円筒状の支持筒部５３ｃ
が、前記環状溝５８に回動可能に嵌入されるようにしてオープンレバー５３に設けられ、
前記収容ケース４９Ａおよびオープンレバー５３間に設けられる戻しばね５５が、環状壁
５９を囲繞するコイル状に形成されるので、一端部を収容ケース４９Ａに係止させて環状
壁４９を囲繞するようにコイル状の戻しばね５５を配置した状態で、支軸５４および環状
壁５９間の環状溝５８に支持筒部５３ｃを嵌入せしめるとともに支軸５４を支持筒部５３
ｃに挿入せしめるようにして、オープンレバー５４を収容ケース４９Ａに組付けた後、戻
しばね５５の他端部をオープンレバー５３に係止する作業を行うことで、オープンレバー
５３および戻しばね５５の組付けを行うことができ、戻しばね５５の組付け作業を容易と
することができる。
【００６９】
　またオープンレバー５３が、支軸５４の軸線に直交する平面にほぼ沿うように形成され
るレバー主部５３ａと、該レバー主部５３ａに基端部が連設される支持筒部５３ｃと、前
記平面と交差する他の平面に沿うようにしてレバー主部５３ａに連なるとともに戻しばね
５５の外側方に配置される係止板部５３ｄとを一体に備え、戻しばね５５の他端部を係止
する係止溝６１が、係止板部５３ｄの中間部の一側縁に設けられるので、支持筒部５３ｃ
に支軸５４を挿入せしめるようにしてオープンレバー５３を収容ケース４９Ａに組付ける
際に、戻しばね５５の他端部を係止板部５３ｄの前記一側縁に当接させておくと、オープ
ンレバー５３の収容ケース４９Ａへの組付けによって前記戻しばね５５の他端部が係止溝
６１に自動的に係止されることになり、戻しばね５５の組付け作業がより容易となる。
【００７０】
　またオープンリンク７０は、オープンレバー５３の回動に伴う直線的な作動を可能とし
つつその直線的な作動方向に沿って延びる長孔７１が設けられるとともに前記直線的な作
動による前記ロック解除作動力のラッチ機構２３への入力を可能としたロック解除可能姿
勢ならびに前記直線的な作動によっても前記ロック解除作動力の前記ラッチ機構２３への
入力を不能としたロック解除不能姿勢間で回動することを可能として前記オープンレバー
５３に一端部が回動可能に連結されるものであり、ケーシング２５Ａの第２ケース２７Ａ
における収容ケース４９Ａには、ロッキングレバー６９が回動可能に支承されており、こ
のロッキングレバー６９に、前記長孔７１に挿通されるピン７２が設けられている。而し
てロッキングレバー６９が回動するのに応じてオープンリンク７０の姿勢が前記ロック解
除可能姿勢および前記ロック解除不能姿勢間で切換えられることになる。
【００７１】
　しかるにオープンリンク７０の一端部に設けられるリンク側連結部７４と、オープンレ
バー５３に設けられたレバー側連結部７５とが、ピン７２を中心とする前記オープンリン
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ク７０の回動に応じて前記リンク側連結部７４を前記レバー側連結部７５に係脱可能に係
合せしめるとともにその係合状態で前記オープンリンク７０が前記ロック解除可能姿勢お
よび前記ロック解除不能姿勢間で回動することを可能とするように形成されるので、オー
プンレバー５３およびロッキングレバー６９がケーシング２５Ａの第２ケース２７Ａに支
承された状態で、ロッキングレバー６９に設けられたピン７２をオープンリンク７０の長
孔７１に挿入し、ピン７２の軸線まわりにオープンリンク７０を回動操作することで、オ
ープンリンク７０の一端部に設けられるリンク側連結部７４が、オープンレバー５３に設
けられたレバー側連結部７５に係脱可能に係合し、その係合状態で、オープンリンク７０
がロック解除可能姿勢およびロック解除不能姿勢を切換えるように回動し得るので、オー
プンリンク７０の一端部をオープンレバー５３に連結する作業が非常に容易となる。
【００７２】
　またドアＤの外面側に取付けられるシリンダ錠１５のキー操作に応じて回動するロータ
２１の回動力は、ドアロック装置１６Ａのシリンダレバー９０に、一端部が前記ロータ２
１に相対回動不能に連結される回動ロッド１７と、回動力伝達手段１８とを介して伝達さ
れ、回動力伝達手段１８は、ドアロック装置１６Ａのロック・アンロック切換機構２４が
備えるシリンダレバー９０に相対回動不能として同軸にかつ着脱可能に連結される被動側
回動部材１００と、該被動側回動部材１００の回動軸線と平行な軸線を有して被動側回動
部材１００から離隔した上方位置に配置されるとともに回動ロッド１７の他端部に相対回
動不能として同軸にかつ着脱可能に連結される駆動側回動部材１０１と、該駆動側回動部
材１０１から被動側回動部材１００に回動力を伝達するようにして駆動側および被動側回
動部材１０１，１００間に設けられる伝動ロッド１０２とが、前記被動側回動部材１００
および駆動側回動部材１０１を回動可能に支承する延長ケース１０３に収容されて成り、
その延長ケース１０３がドアロック装置１６Ａのケーシング２５Ａに、該ケーシング２５
Ａから延出するようにして着脱可能に取付けられている。
【００７３】
　したがってシリンダ錠１５と、ドアロック装置１６Ａのロック・アンロック切換機構２
４の相対位置に対応した回動力伝達手段１８を準備することで、シリンダ錠１５からの回
動力を回動ロッド１７を介してロック・アンロック切換機構２４のシリンダレバー９０に
伝達することが可能であり、シリンダ錠１５に対するドアロック装置１６Ａにおけるロッ
ク・アンロック切換機構２４のレイアウト上の自由度を高めることができる。
【００７４】
　しかも回動力伝達手段１８の延長ケース１０３はドアロック装置１６Ａのケーシング２
５Ａに着脱可能に取付けられるものであり、シリンダ錠１５およびロック・アンロック切
換機構２４の相対位置変化には回動力伝達手段１８で対応することが可能であり、ロック
・アンロック切換機構２４は同一のものであればよく、ロック・アンロック切換機構２４
の大型化を回避することができる。
【００７５】
　ここで図１３で示すように、シリンダ錠１５にほぼ対応してドアロック装置１６Ｂがド
アＤに取付けられる場合には、ドアロック装置１６Ｂのケーシング２５Ｂの第２ケース２
７Ｂをカバー５０とともに構成する収容ケース４９Ｂのうちロック・アンロック切換機構
収容部５２Ｂに、該ロック・アンロック切換機構収容部５２Ｂに収容されているシリンダ
レバー９０（図７および図８参照）に対応してガイド筒１２５が設けられればよく、該ガ
イド筒１２５内で伝動ロッド１７をシリンダレバー９０に相対回動不能に連結すればよい
。
【００７６】
　また前記駆動側回動部材１０１および前記被動側回動部材１００には連結腕部１０１ａ
，１００ａがそれぞれ設けられ、伝動ロッド１０２の両端部が、両連結腕部１０１ａ，１
００ａに係合されるので、回動力伝達手段１８の構成を単純化することができ、シリンダ
錠１５およびロック・アンロック切換機構２４の相対位置変化には伝動ロッド１０２の長
さ変化で容易に対応することができる。
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【００７７】
　さらに駆動側および被動側回動部材１０１，１００の一方（この実施例では駆動側回動
部材１０１）の連結腕部１０１ａに第１係合孔１２０が設けられ、駆動側および被動側部
材１０１，１００の他方（この実施例では被動側回動部材１００）の連結腕部１００ａに
、第１係合孔１２０と平行な軸線を有する第２係合孔１２１と、第２係合孔１２１の中間
部を直角に横切る挿入孔１２２とが設けられ、第１係合孔１２０に係脱可能に係合される
棒状の第１係合部１０２ａが伝動ロッド１０２の一端部に一体にかつ直角に連なって設け
られ、伝動ロッド１０２の他端部には第２係合孔１２１に係脱可能に係合する第２係合部
１０２ｂが一体に設けられ、第２係合部１０２ｂは、伝動ロッド１０２が第１および第２
係合孔１２０，１２１の軸線と直角な平面に第１係合部１０２ａを配置した第１の姿勢に
あるときには挿入孔１２２に挿入可能であるとともに挿入孔１２２に第２係合部１０２ｂ
が挿入された状態の伝動ロッド１０２を第１の姿勢から９０度回動した第２の姿勢とした
ときには第２係合孔１２１に係合するように形成されている。
【００７８】
　したがって伝動ロッド１０２を第１の姿勢とした状態で第２係合部１０２ｂを挿入孔１
２２に挿入した後、伝動ロッド１０２を第２の姿勢とすることで伝動ロッド１０２の第２
係合部１０２ｂを被動側回動部材１００の連結腕部１００ａに係合することができる。し
かも駆動側および被動側回動部材１０１，１００間を伝動ロッド１０２で連結した状態で
は、伝動ロッド１０２の一端部の第１係合部１０２ａが第１係合孔１２０から離脱するこ
とは第２係合部１０２ｂが挿入孔１２２に挿入されていることによって阻止され、伝動ロ
ッド１０２の他端部の第２係合部１０２ｂが第２係合孔１２１から離脱すべく伝動ロッド
１０２の姿勢が第２の姿勢から第１の姿勢に変化することは、第１係合部１０２ａが第１
係合孔１２０に挿入、係合されていることによって阻止されるので、伝動ロッド１０２が
駆動側および被動側回動部材１０１，１００から離脱するのを阻止するための特別の部品
が不要であり、部品点数の増大を回避しつつ伝動ロッド１０２による駆動側および被動側
回動部材１０１，１００の連結状態を確実に維持することができる。
【００７９】
　以上、本発明の実施例を説明したが、本発明は上記実施例に限定されるものではなく、
特許請求の範囲に記載された本発明を逸脱することなく種々の設計変更を行うことが可能
である。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】車両用ドア内でのシリンダ錠およびドアロック装置の連結状態を示す側面図であ
る。
【図２】図１の２矢視図である。
【図３】図１の３－３線断面図である。
【図４】図１の４－４線断面図である。
【図５】ラッチ機構およびロック・アンロック切換機構の分解斜視図である。
【図６】オープンレバーの組付け過程を順次示すようにしたオープンレバー近傍の斜視図
である。
【図７】ロック・アンロック切換機構がアンロック状態にあるときにケーシングおよび延
長ケースの一部を省略して図２と同一方向から見た図である。
【図８】ロック・アンロック切換機構がロック状態にあるときにケーシングおよび延長ケ
ースの一部を省略して図２と同一方向から見た図である。
【図９】図７の９矢視方向から見てロッキングレバーおよびオープンレバーの連結過程を
順次示す斜視図である。
【図１０】図７の１０－１０線拡大断面図である。
【図１１】回動力伝達手段の分解斜視図である。
【図１２】被動側回動部材への伝動ロッドの連結過程を順次示すための斜視図である。
【図１３】回動力伝達手段が不要である場合の図１に対応した側面図である。
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【符号の説明】
【００８１】
１５・・・シリンダ錠
１６Ａ・・・ドアロック装置
１７・・・回動ロッド
１８・・・回動力伝達手段
２１・・・ロータ
２３・・・ラッチ機構
２４・・・ロック・アンロック切換機構
２５Ａ・・・ケーシング
９０・・・キー操作力入力部材であるシリンダレバー
１００・・・被動側回動部材
１００ａ，１０１ａ・・・連結腕部
１０１・・・駆動側回動部材
１０２・・・伝動部材である伝動ロッド
１０２ａ・・・第１係合部
１０２ｂ・・・第２係合部
１０３・・・延長ケース
１２０・・・第１係合孔
１２１・・・第２係合孔
１２２・・・挿入孔
Ｄ・・・ドア

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】
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